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Ⅰ 本調査の趣旨・概要 

 

１．実施概要  

令和６年奥能登豪雨で住宅に大きな被害を受けた被災者の、現在の住まいの状況や住ま

い再建の意向などを把握し、恒久的な住まい再建への支援や応急仮設住宅の入居期間の延

長協議に活用することを目的に、「住まいの再建意向調査」を実施した。 

 

２．実施詳細  

（１）調査対象世帯 

     令和６年奥能登豪雨において被災した世帯のうち、建設型応急住宅、 

賃貸型応急住宅及び県内の公営住宅に入居している世帯 

（２）調査方法 

調査の対象世帯に調査票一式を郵送 

送付した調査票様式に回答を記入し返送する方法 

（３）調査期間 

   令和７年１０月１日～令和７年１１月２８日 

 

３．調査回答状況 

（１）調査対象世帯数 １９７件 

うち建設型応急住宅 １５８件（８０．２％） 

うち賃貸型応急住宅  ３７件（１８．８％） 

うち公営住宅      ２件（ １．０％） 

 

（２）調査回答世帯数 １６９件（回答率８５．８％） 

うち建設型応急住宅 １３９件（８２．２％） 

うち賃貸型応急住宅  ２９件（１７．２％） 

うち公営住宅      １件（ ０．６％） 

 

４．市町別対象世帯数及び回答世帯数 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯）

対象世帯 回答世帯 対象世帯 回答世帯 対象世帯 回答世帯 対象世帯 回答世帯

輪 島 市 142 127 33 25 2 1 177 153

珠 洲 市 16 12 4 4 20 16

計 158 139 37 29 2 1 197 169

市町名
建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 公営住宅 合計
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Ⅱ 主な設問に対する回答結果 

※公営住宅は回答数が１件のみであり、個人が特定される可能性があるため、非公表とする。 

 

１． 対象世帯について 

 （１）世帯主の年齢 

    年代別に見ると、「７０代」が約 3 割と最も多く、６０代以上の年代を合計すると、 

全体の約８割を占めている。 
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（２）被災した住宅の状況 

    「半壊」が約５割と多かった。 
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２．収入状況について 

（１）世帯主の主な仕事 

「無職」が全体の約４割と最も多く、次に多い「正社員（公務員等）」が約３割 

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現在の収入種別 

   「給与収入」、「年金収入」と答えた世帯が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

（３）世帯収入額の見込み 

「300 万円未満」が全体の約５割で最も多く、次に多い「300 万～500 万未満」が 

約３割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－（１）　主な仕事 (n=168)

割合 割合 割合

正社員（公務員等） 50 36.0% 7 24.1% 57 33.9%

パート・アルバイト 14 10.0% 3 10.3% 17 10.1%

自営業（農林漁業含む） 20 14.4% 4 13.8% 24 14.3%

無職 50 36.0% 14 48.3% 64 38.1%

その他 2 1.4% 1 3.5% 3 1.8%

未回答 3 2.2% 0 0.0% 3 1.8%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計

２－（２）　現在の収入種別 (n=168)

割合 割合 割合

給与収入 64 46.1% 12 41.4% 76 45.2%

事業収入 17 12.2% 2 6.9% 19 11.3%

年金収入 50 36.0% 12 41.4% 62 36.9%

生活保護受給 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

収入なし 1 0.7% 1 3.4% 2 1.2%

その他 1 0.7% 0 0.0% 1 0.6%

未回答 6 4.3% 2 6.9% 8 4.8%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計

２－（３）　世帯収入 (n=168)

割合 割合 割合

300万円未満 72 51.8% 19 65.5% 91 54.2%

300万～500万未満 36 25.9% 8 27.6% 44 26.2%

500万～700万未満 15 10.8% 0 0.0% 15 8.9%

700万～1,000万未満 6 4.3% 0 0.0% 6 3.6%

1,000万円以上 1 0.7% 0 0.0% 1 0.6%

未回答 9 6.5% 2 6.9% 11 6.5%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

合計建設型応急住宅 賃貸型応急住宅
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３．住まい再建について 

（１）住まい再建の現状 

「再建に向けて動き出している」が約４割であり、「具体的な手段を検討している」 

と「考えていることや希望はある」を合計すると、約５割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

３－（１）　住まい再建の現状 (n=168)

割合 割合 割合

再建に向けて動き出している 58 41.7% 8 27.6% 66 39.3%

具体的な手段を検討している 22 15.8% 5 17.3% 27 16.1%

考えていることや希望はある 47 33.8% 15 51.7% 62 36.9%

未回答 12 8.7% 1 3.4% 13 7.7%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計
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（２）住まい再建の方法 

新築や修理、物件購入等による「自宅再建」が約７割、復興公営住宅を含む 

「公営住宅への入居」が約２割となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

３－（２）　住まい再建の方法 (n=168)

割合 割合 割合

自宅建て替え・新築 23 16.5% 2 6.9% 25 14.9%

被災住家の修理 68 49.0% 11 37.9% 79 47.0%

建売・中古を購入 7 5.0% 5 17.2% 12 7.1%

みなし仮設と別の物件 0 0.0% 3 10.3% 3 1.8%

みなし仮設と同じ物件 0 0.0% 4 13.8% 4 2.4%

既存公営住宅に入居 2 1.4% 0 0.0% 2 1.2%

復興公営住宅に入居 31 22.3% 2 6.9% 33 19.6%

3 2.2% 1 3.5% 4 2.4%

5 3.6% 1 3.5% 6 3.6%

139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

合計

賃

貸

公

営

その他

計

自

宅

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅

未回答
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 （３）住まい再建を希望する場所 

「被災前と同じ住所」、「被災した市町だが違う住所」を合計した、被災した 

市町での住まい再建を希望したのが全体の約９割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－（３）　住まい再建を希望する場所 (n=168)

割合 割合 割合

被災前と同じ住所 80 57.5% 12 41.4% 92 54.8%

被災した市町だが違う住所 52 37.4% 5 17.2% 57 33.9%

被災した市町と違う市町 4 2.9% 12 41.4% 16 9.5%

未回答 3 2.2% 0 0.0% 3 1.8%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計
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（４）住まい再建の完了見込み 

    住まい再建完了の時期の見通しが立てられない世帯が一定数存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－（４）　住まい再建の完了見込み (n=168)

割合 割合 割合

1年以内に完了 30 21.6% 4 13.8% 34 20.2%

2年以内に完了 23 16.6% 3 10.3% 26 15.5%

2年以上かかる 17 12.2% 5 17.2% 22 13.1%

復興公営住宅の入居時期 28 20.1% 2 6.9% 30 17.8%

分からない 35 25.2% 13 44.9% 48 28.6%

未回答 6 4.3% 2 6.9% 8 4.8%

計 139 100.0% 29 100.0% 168 100.0%

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計
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（５）住まい再建にあたっての課題 

「工事・修理まで長期間」、「工事・修理の費用が高額」と回答した世帯が特に

多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－（５）　住まい再建にあたっての課題（複数回答） (n=261)

割合 割合 割合

業者が見つからない 14 6.7% 4 7.7% 18 6.9%

工事・修理まで長期間 63 30.2% 10 19.2% 73 28.0%

工事・修理の費用が高額 60 28.7% 7 13.5% 67 25.7%

解体が進まない 3 1.4% 0 0.0% 3 1.1%

希望する宅地や物件がない 9 4.3% 4 7.7% 13 5.0%

希望する物件がない 3 1.4% 8 15.4% 11 4.2%

希望する市町に物件がない 4 1.9% 4 7.7% 8 3.1%

高齢者のため保証人がいない 3 1.4% 0 0.0% 3 1.1%

住まいの再建に必要な費用

の計画が立たない
14 6.7% 10 19.2% 24 9.2%

公営住宅に入居できるか

わからない
24 11.5% 2 3.8% 26 10.0%

困っていない 2 1.0% 0 0.0% 2 0.7%

その他 10 4.8% 3 5.8% 13 5.0%

209 52 261

自

宅

賃

貸

回答数

そ

の

他

建設型応急住宅 賃貸型応急住宅 合計
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Ⅲ 参考資料 
 

 （1）意向調査回答様式 
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